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特集Ⅰ：家族・労働政策と結婚・出生行動の研究（その２）

マクロ経済モデルによる家族・労働政策が

出生率に及ぼす効果の分析

増 田 幹 人＊

Ⅰ．はじめに

我が国において，出生率の変動は重要な関心事となっている．1970年代以降，合計出生

率（以下，TFRと表記）は置換水準を下回り，持続的に低下してきたが，2006年以降若

干の上昇傾向を示している．この上昇をもたらした要因はいまだ明らかにされてはいない

が，一つの要因として少子化対策の効果が考えられる．すなわち，産み控えをしていた一

定割合の女性たちが，少子化対策の影響を受けて出産を行った可能性があると考えられる．

本稿では，少子化対策が出生率に及ぼす影響について一定程度の示唆を与えるべく，マク

ロ時系列データを用いることにより，マクロ経済モデル（様々な社会経済変数から成る連

立方程式モデル）に基づくシミュレーションを通じて，少子化対策が出生率に及ぼす影響

を検証した．

本稿では，少子化対策として家族政策と労働政策の両方を取り上げ，それらが出生率に

及ぼす影響を検証した．ここにおいて，家族政策の代理変数としては0-4歳人口100人当

たりの保育所定員数（以下，略して保育所定員数と呼ぶ），労働政策の代理変数としては

労働時間を用いた．なお，ここでいう労働政策とは，近年少子化対策として認識され始め

たワーク・ライフ・バランス施策のことである．本稿では，こうした少子化対策変数をコ
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本研究では，マクロ時系列データを用いることにより，マクロ経済モデル（連立方程式モデル）

に基づくシミュレーションを通じて，日本における少子化対策（家族政策と労働政策）が出生率に

及ぼす影響を検証した．具体的には，保育所定員数を家族政策，労働時間を労働政策の代理変数と

し，シミュレーションにおいてこれらをコントロールすることにより施策の効果を検証した．ここ

ではまた，GDPに影響を及ぼす資本ストックをコントロールすることにより，経済成長が達成さ

れるシナリオも加えた．結果として，以下の可能性が示唆された．（1）保育所定員数の増加，労働

時間の短縮，経済成長は，それぞれ出生率をある程度押し上げる効果を持っている．（2）保育所定

員数と労働時間を同時にコントロールした場合，単独にコントロールした場合と比べて出生率はよ

り大きくなり，少子化対策は総合的に行った方が出生率押し上げに対して効果的である．

本稿は筆者個人の見解としてとりまとめたものである．

*内閣府経済財政分析担当



ントロールすることにより，少子化対策には一定程度出生率を押し上げる効果がある可能

性を示唆した．

Ⅱ．我が国の少子化対策

1． 少子化対策の流れ

我が国のTFRは，1989年において，丙午（ひのえうま）の迷信により一時的に産み控

えが生じた1966年の水準1.58を下回り1.57となった．これは，例外的なイベントがないに

も関わらず，丙午のTFR水準を下回ったことが衝撃的だったことから「1.57ショック」

と呼ばれているが，これ以降少子化対策の重要性が認識され，我が国においては少子化対

策が実施されることとなった．

1990年以降において，最初に実施された具体的な少子化対策は1992年の「育児休業法施

行」だと考えられており，1995年には「育児休業給付制度」が発足し，それ以降育児休業

の賃金保障は引き上げられてきている．また，1994年に政府は「今後の子育て支援のため

の施策の基本的方向について」（エンゼルプラン）を策定した．この新たな施策では保育

所の量的拡大や低年齢児保育，延長保育等の多様な保育サービスの充実等が目標とされた

（内閣府 2007）．その後，1999年には「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画

について」（新エンゼルプラン）が策定され，旧エンゼルプランの内容を見直し，これま

での保育サービス関係を中心とした内容だけでなく雇用，母子保健・相談，教育等の事業

も加えた幅広い内容となった（内閣府 2007）．これらの少子化対策はすべて家族政策に含

まれるもので，もっぱら女性の就業と出産・子育ての両立に焦点を当て，子どもを産み育

てやすい環境づくり対策という内容にとどまるものであった．

しかし1990年代後半頃から，従来の家族政策の内容に加えて働き方の見直しという視点

が重要視されるようになり，2002年に策定された「少子化対策プラスワン」では，この視

点が大々的に取り上げられるようになった．そしてこれ以降においても，2003年の「次世

代育成支援対策推進法」１）の制定，同年の「少子化社会対策基本法」の施行，2004年の

「少子化社会対策大綱」の閣議決定，同年の「少子化社会対策大綱に基づく具体的実施計

画」（子ども・子育て応援プラン）の決定，2006年の「新しい少子化対策」の策定，2010

年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定など，働き方の見直しという視点は大々的に

盛り込まれてきている．

働き方の見直しという視点が重要視された背景には，働く女性の増加，長時間労働と雇

用の非正規化という働き方の実態を背景として，家族政策だけでは少子化対策として不十

分で，働き方の見直しの視点に立った労働市場や勤務形態の柔軟化を促す労働政策も必用
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1）国，地方自治体，301人以上の一般事業主（2010年4月 1日より，101人以上に義務，100人以下は努力義務

となった）に対して次世代育成に対する行動計画の策定を義務付け，地域や職場における子育て環境の整備を

目標としている．また，行動計画は2005年から2009年までの前期と，2010年から2014年までの後期とに分けら

れる．この法律は，行動計画の策定を義務付ける点において，従来の施策と比較して強力な施策であると言え

る．



だという認識が強まったことがある．

この施策は，ワーク・ライフ・バランスの達成を目指した一連の施策（ワーク・ライフ・

バランス施策）として位置づけられる．ワーク・ライフ・バランスとは，企業における雇

用形態や勤務形態等の就業状態を根本から見直すことにより，柔軟に働ける社会の実現を

目指すことによって，企業にとって効率性の高い生産性を実現しながら，個々人にとって

も職業生活と家庭生活がともに充実し，満足のいくものにすることを目的とする考え方で，

仕事と生活の調和を意味するものである（山口 2006）．

ワーク・ライフ・バランス施策は様々なものがあり，労働市場や勤務形態の柔軟化の推

進に力点を置く労働政策だけでなく，本来は就業と出産・子育ての両立に力点を置く家族

政策も含まれる（山口 2006）．しかし我が国でワーク・ライフ・バランス施策という場合

には，労働市場や勤務形態の柔軟化の達成という意味合いが強い．実際，アメリカやイギ

リスではこの達成がワーク・ライフ・バランス施策の核となっている（労働政策研究・研

修機構 2005）．したがってこれらの点から，本研究では労働市場や勤務形態の柔軟化の達

成という労働政策をワーク・ライフ・バランス施策とし，就業と出産・子育ての両立とい

う家族政策はこの施策に含めないこととする．

ワーク・ライフ・バランス施策は本来少子化対策ではないが，最近我が国ではこの施策

が少子化対策として効果的だと考えられるようになっており，この点も含め，ワーク・ラ

イフ・バランスの重要性に関する指摘は出始めている（大沢 2006,山口 2005,2006,労

働政策研究・研修機構 2005）．

ワーク・ライフ・バランス施策は多岐にわたるが，代表的なものとしては，①労働時間

の短縮，②非正社員の正社員化（不安定就労の解消），③非正規賃金の上昇（同一労働同

一賃金の達成）等を挙げることができる．このうち，①の労働時間の短縮はワーク・ワイ

フ・バランス施策のなかでも中核に位置するものと考えられるので，本研究では労働時間

を労働政策の代理変数として設定した．

2． 労働時間の短縮

次に，労働政策（ワーク・ライフ・バランス施策）の代理変数として用いた労働時間と，

家族政策の代理変数として用いた保育所定員数について論じる．労働時間の短縮は結婚・

出産を促進させると考えられている．

労働時間が短くなると企業活動に拘束される時間が短縮され，個々人がプライベートに

費やす時間が拡大する．その結果，独身者にとっては結婚相手と出会う確率が高まり，結

婚した後も子育てに費やす十分な時間を確保できるようになる．また，夫婦にとっては家

族生活の時間が拡大し，産み控えられているとみられる出生行動が高まるものと期待され

ている．そこで本研究では，男女合計の一般労働者月1人当たりの労働時間（一般労働者

の所定内実労働時間と超過実労働時間との合計）を少子化対策変数として用いた．すなわ

ち，労働時間を仮定に基づき低下させることによりシミュレーションを行うが，これをもっ

てワーク・ライフ・バランス施策が促進されたと捉える．なお本分析では，労働時間は，
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女子初婚率を通じて出生率に影響が

及ぶように定式化されている．

図1は，男女合計の一般労働者月

1人当たりの労働時間の推移を示し

たものである．1989年まではほとん

ど変化せずに推移していたが，1990

年から1993年の間に急激に低下し，

それ以降1995年までいったん増加し

た後，緩やかに低下している．1990

年代初頭における労働時間の急激な

低下は，バブル崩壊にともない労働

時間の短い非正規労働者が増加したことが原因だと考えられる．労働時間は「賃金構造基

本統計調査」における一般労働者の労働時間を用いていることから，パートタイム労働者

（2005年以降は短時間労働者に改名）の労働時間とは区別されたものだが，一般労働者の

中にも非正規労働者が含まれているため，非正規労働者をすべて除外できてはいない２）．

したがって，1990年から1993年までの4年間における労働時間の急激な短縮は，ある程度

まで非正規労働者の増加に起因するものだと考えられ，必ずしもプライベートの充実とセッ

トで語られる労働時間の短縮が達成されたことによるわけではないことには注意する必要

がある．

3． 保育環境の充実

保育環境の充実は家族政策の重要な一部で，仕事を持つ女性が出産後においても就業を

継続しやすい環境を整えることにより，希望する子どもを産みやすくすると考えられてい

る．保育環境の充実の程度は保育所

定員数の推移で把握することができ

るので，本研究では保育所定員数を

主な利用者である0-4歳人口で除し

た値を（100人当たりとして使用）

家族政策の代理変数として使用する．

すなわち，本分析では，保育所定員

数を仮定に基づき増加させることに

よりシミュレーションを行うが，こ

れをもって家族政策が促進されたと

捉える．
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図１ 男女合計の一般労働者月１人当たりの労働時間の推移

2）なお，一般労働者のうちの非正規労働者を除外することは，本分析で用いているデータが集計されたマクロ

データであるため難しい．また，仮に個票データを利用したとしても，一般労働者における正規，非正規の区

分は2005年以降しか行っていないため，通年で一般労働者から非正規労働者を除外することは難しい．

図２ 0-4歳人口100人当たり保育所定員数の推移



ただし，後で示すように，保育所定員数は出生率に影響を及ぼすだけでなく，影響を受

ける内生変数として設定した．多くの先行研究では，保育変数は外生変数として扱われて

いるが，本研究では実態をある程度反映させるため，保育所定員数を女子就業率や保育所

数から影響を受ける内生変数として設定した．なお，図2は，保育所定員数の推移を示し

たものだが，全体的に増加傾向を示している．

Ⅲ．少子化対策と出生率との関係

1． 出生率のマクロ経済モデル

本研究では，出生率を最終的に求める解とするマクロ経済モデルを構築し，これに基づ

きシミュレーションを実施することにより，少子化対策の効果を検証する．

マクロ経済モデルは，マクロデータを用いることにより，変数間の関係を線形回帰モデ

ルにより表現し，これらを連立方程式として組み立てるものである．このような性質のた

め，変数間の相関を明らかにすることはできても，因果性については，経験や理論から語

ることができる程度で，数量的に明らかにすることは必ずしもできていない．これは，使

用しているデータが集計されたマクロデータであること等による．また，ルーカスの批判

にあるように（Lucas1976），マクロ経済モデルに基づくシミュレーションでは，過去に

おける変数間の関係を固定したまま行うので，将来において構造変化が生じた場合には，

それに対応した結果を導出することは難しい．

以上のように，マクロ経済モデルには制約や欠点があるが，経験や理論に基づいていれ

ば，因果性の可能性を示唆することはできるし，マクロ政策の効果をシミュレーションに

より導出することができるという利点を有している．したがって，マクロ経済モデルに基

づきシミュレーションを行う際には，以上の制約や欠点に留意して分析を行う必要がある．

なお，マクロ集計データから因果性を数量的に明らかにすることは難しいが，変数間の

結びつきの安定性を共和分関係によって明らかにすることは可能である．本モデルの方程

式における変数間にはおおむね共和分関係が見出されており（結果は割愛），変数同士は

安定的に結びついていることになる．

2． 先行研究の整理

出生率を最終的な解とするマクロ経済モデルに基づき，少子化対策効果を分析した例と

しては，加藤（2000,2002,2005），増田（2006,2007,2008）等がある．ここでは主に，

少子化対策の代理変数を設定し（主に保育所定員数），これらを仮定に基づきコントロー

ルした際に出生率がどれだけ変化するかを示している．特に増田（2008）では，少子化対

策として労働政策も取り上げ，これが出生率に及ぼす影響についても示している．なお，

増田（2008）において労働政策の代理変数として用いられたものは，短時間労働者の割合，

正社員の就業率，非正社員の賃金である．これらの分析においては，少子化対策の実施に

は出生率を押し上げる効果のあることを示している．

―18―



しかしこれらの研究では，GDPや保育所定員数は，後述する出生率と保育所定員数を

中心とした循環経路において内生変数として設定されていないし，少子化対策変数が出生

率に及ぼす影響経路も比較的単純なものとなっている．そこで本研究では，GDPや保育

所定員数を，出生率と保育所定員数を中心とした循環経路において内生化するとともに，

保育所定員数が出生率に影響を及ぼす経路を複雑化した．

次に，マクロ経済モデル以外の手法を用いて少子化対策の効果を検証した先行研究を

示しておく．まず，各国のデータを用いて分析を行った例を挙げる．d'AddioandErcole

（2005）は，OECD諸国のクロスセクションデータやパネルデータを用いて，様々な少子

化対策変数を含む社会経済変数でモデルを構築し，また作成したモデルに基づきシミュレー

ションを実施することにより，子どもの直接費用の低減，育休期間の延長といった少子化

対策が出生率を押し上げる効果を明らかにしている．

次に，個票データを用いた分析を挙げる．LaroqueandSalanie（2004）は，2004年の

フランスにおける家族手当の幅広い改革が，5％程度出生を押し上げることを示している．

Ronsen（2004）は，ノルウェイとフィンランドを例にとり，第1子から3子までの出生

ハザードに及ぼす影響を分析し，育児休暇の延長が出生率を押し上げる効果を及ぼしてい

ることを示している．また，BretonandPrioux（2005）はフランスを例にとり，第3子

以降に重きを置いた政策には，第3子以降の出生を高めることを指摘している．

また，日本を例にとった分析を挙げる．滋野（2006）は，家計経済研究所の「消費生活

に関するパネル調査」の個票データを用いることにより，イベント・ヒストリー分析を行

い，保育サービスは，就業している女性が2人以上子どもを持つ確率を約10％引き上げる

ことを示している．山重（2002）は，日本の都道府県別データを用いることにより，保育

所利用率（0-4歳人口当たりの保育所入所児童数の割合）とTFRとの間には正の相関が

あることを示している．阿部（2005）は，市データを用いることにより，保育所施設数，

保育所定員数，新規住宅着工面積の1995年から2000年までの伸び率や男女共同参画に関す

る計画の有無は，出生率の伸び率に対して正の効果を及ぼしていることを示している．

以上の研究はいずれも出生水準を押し上げる政策効果の分析であるが，中には出生タイ

ミングに焦点を当てた分析もある．LutzandSkirbekk（2005）は，出生タイミングを早

める施策に焦点を当て，いくつかの先進国を例にとり，平均出生年齢を低めるシミュレー

ションを実施することにより，当該施策が出生を押し上げる効果のあることを示している．

以上の先行研究の結果を見る限り，少子化対策には出生率を押し上げる効果を有してい

るようである．

Ⅳ．モデルの構造

本分析において使用する変数は，出生率，女子初婚率，女子就業率，女子失業率，男子

正規賃金，女子正規賃金，保育所数（0-4歳人口100人当たり），保育所定員数（0-4歳人

口100人当たり），実質GDP，民間企業資本ストック，男女合計の労働時間（所定内実労
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働時間＋超過実労働時間）等である．これらのうち，保育所数，保育所定員数，実質

GDP，民間企業資本ストック，労働時間以外は年齢5歳階級別データを用いている．

なお，データソースは以下の通りである．出生や初婚は厚生労働省「人口動態統計」，

労働関係は総務省「労働力調査」，賃金，労働時間は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」，

保育関係は厚生労働省「社会福祉行政業務報告」，GDPは内閣府「国民経済計算」，民間

企業資本ストックは内閣府「民間企業資本ストック」から用いた．

モデルの全体構造は図3の通りである（詳細は方程式一覧を参照されたい）．女子人口

（就業率が内生変数と設定されている20-39歳の場合），女子就業人口（20-39歳以外の年齢

階級の場合），男子就業人口，資本ストック，労働時間を外生変数とし，出生率と保育所

定員数を中心に循環経路が作成されている．

実質GDPは，労働力（就業人口）と資本ストックから決定されるように定式化されて

おり，コブ＝ダグラス型生産関数が推定されている．また女子就業率は，保育所定員数と

女子正規賃金から影響が及ぶように定式化されているが，それぞれの符号は正である．こ

の理由としては，保育所定員数の増加は，出産・育児と就業との両立を促進させることに
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図３ モデルの全体構造



より，潜在的な女子労働力を具現化させる効果を持っていると考えられるので，保育所定

員数の増加は女子就業率を上昇させるからだと考えられる．また一方，女子就業率は保育

所定員数に対して正の効果を及ぼすと考えられるが，これは，働く女性の増加が保育需要

を増加させると考えられるからである．

内生変数として設定されている女子就業人口の決定については，内生変数として求まる

20-39歳の女子就業率に，外生変数として設定されている女子人口を乗じることにより当

該年齢階級の女子就業人口を算出し，これと外生変数として設定されている残りの就業人

口（男性も含む）と合算することにより，全体の就業人口が求まり，これを生産関数の説

明変数としている．

また，出生率は保育所数（0-4歳人口100人当たり）（以下，略して保育所数と呼ぶ）に

対しても影響力を持つと考えられるが，この場合正と負の二つの効果を及ぼすように定式

化されている．正の効果の根拠は，子供数が増加するとその分保育所数を増加させるイン

センティブが働くと考えられるからである．また，負の効果の根拠は，子供数が減ると，

その分社会経済問題である少子化の進行に対する危機感が強まり，保育所数を増加させる

インセンティブが働くと考えられるからである．ただしこの負の効果は，ある程度のラグ

を持って作用すると考えられるので，ここでは1期のラグを持って影響が及ぶように定式

化されている．なお，保育所数の増加は保育所定員数を増やすと考えられるので，両者の

関係は正である．

また，実質GDPは，男子正規賃金，女子正規賃金，女子失業率に対して影響が及ぶよ

うに定式化されており，賃金に対しては正の効果，失業率に対しては負の効果を及ぼして

いる．先に示したように，本モデルでは，変数間におおむね共和分関係が見出されている

ため，基本的に原系列のまま推定を行っているが，実質GDPと失業率との関係において

は，オークンの法則にしたがい，実質GDPの変化率に失業率の差分を回帰している．

出生率は，保育所定員数，女子正規賃金，男子正規賃金，女子初婚率，女子失業率から

影響を受けるように定式化されている．保育所定員数と出生率との間の関係は，先に示し

たように正である．なお，保育所定員数は1期のラグをともなって出生率に対して影響が

及ぶように定式化されている．

女子正規賃金は出生率に対して負の効果を及ぼすと考えられるが，これは女性の賃金が

出産・育児の機会費用の代理変数として捉えられるからである．すなわち，女子賃金の上

昇は，女性が出産・育児によって仕事を辞めた際に被る逸失所得（機会費用）の上昇を表

していると考えられている．男子正規賃金の増加は，出生率に対して正の効果を及ぼすよ

うに定式化されているが，これは男子正規賃金の増加が世帯における家計所得の増加を意

味すると考えられるからである．すなわち，就業女性であれ専業主婦であれ，結婚相手で

ある男性の所得の増加は家計所得の増加を通じて，出産に対して正のインセンティブを及

ぼすと考えられるのである．ButzandWard（1979）によると，女子賃金の出生率に対

する負の効果は機会費用効果，男子賃金の出生率に対する正の効果は所得効果として，彼

らが提示したモデルの中で同時に捉えられている．
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女子の失業率は出生率に対して負の効果を及ぼしているが，これは景気の悪化が出生率

を低めるという，実証的にもある程度まで明らかにされている考え方によるが（Brad-

shawandHatland2006，Adsera2004，増田 2008，松田 2009），この関係も上記の所

得効果によって説明できると考えられる．

女子初婚率は出生率に対して正の効果を及ぼすが，ここでは結婚から出産までの間隔が

おおよそ3年であることを考慮に入れ，結婚から3年間のラグを持って出産に至ることが

モデルに反映されている（詳細は方程式一覧を参照されたい）．

一方，初婚率は女子失業率と労働時間によって影響を受けるように定式化されている．

女子の失業率が初婚率に及ぼす効果については，先行研究でも安定していないため（樋口・

阿部 1999，加藤 2002），正と負の両方の効果を想定した．また，労働時間が初婚率に及

ぼす影響についての説明は，Ⅱ.の2.において示した通りである．

なお，本モデルにおいては，年齢階級別にそれぞれ設定されている方程式について，す

べての年齢階級に等しく同じ説明変数が組み入れられていないが，これは，係数の符号が

理論通りに示された場合にのみ，当該変数を説明変数として組み入れたからである．この

点には留意する必要がある．

Ⅴ．シミュレーションの前提

本シミュレーションにおいて重要なことは，女子正規賃金や失業率などの要因が出生率

を押し下げる効果と，男子正規賃金や少子化対策変数が出生率を押し上げる効果の二つが

同時に存在していて，これら二つの効果のうちどちらが大きいかということである．もし

も少子化対策が出生率を押し上げる効果が押し下げる効果よりも大きければ，少子化対策

は効果的である可能性が示唆されることになる．

そこで，少子化対策変数を仮定に基づきコントロールすることにより，少子化対策の効

果を検証する必要があるのだが，本モデルにおいて，出生率と保育所定員数は内生変数と

して相互作用している．したがって本研究では，保育所定員数を内生変数としたままコン

トロールするための工夫が必要である．

そこでモデルシミュレーションでは，以下の手順によって，保育所定員数を内生変数と

しつつ，仮定に基づきコントロールすることとした．

① 保育所定員数を内生変数として計算し，変化率を計算-（1）

② 仮定に基づく保育所定員数の変化率を計算-（2）

③ （1）に（2）を加えることにより，内生変数として計算された系列の変化分に，仮定に基

づく変化分を加算-（3）

④ （3）の変化率を用いて，保育所定員数の系列を計算-（4）

⑤ （4）をモデルに代入することによりTFRを算出
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シミュレーション期間は，2010年から2020年までの10年程度とした３）．この期間におい

て，保育所定員数については年率1％および2％で増加させ，労働時間については年率1

％および2％で減少させている．なお，上述のように，保育所定員数については，内生変

数として一度計算した後，この系列に年率1％と2％の増加率を加算している．また本研

究では，経済成長が出生率に及ぼす影響についても追加的に検証する．ここでは，資本ス

トックを増加させることによりコントロールするが，この場合も年率1％および2％で増

加させる．

なお，これらの年率に応じて変化する外生変数の値はあくまで仮定値であり，現実的に

起こり得るかどうかとは無関係である．すなわち，このような仮定値に基づき変化させた

場合に，単にTFRがどれだけの水準になるのかという目安を示すに過ぎないことには留

意する必要がある．なお表1は，参考までに，保育所定員数，労働時間，資本ストックに

ついて，年率1％と2％で変化させた仮定値を示したものである．

Ⅵ．シミュレーション結果

シミュレーションでは，保育所定員数と労働時間をともに変化させたケース（ケース1），

保育所定員数のみ変化させたケース（ケース2），労働時間のみ変化させたケース（ケー

ス3），ケース1に資本ストックの増加を加えたケース（ケース4），すべての外生変数を

一定と仮定したケース（ケース5）の五つを設定している．ここでは，それぞれのケース

について，年率1％で変化させる場合と年率2％で変化させる場合の両方を設定する．

ケース1，2，3は，少子化対策変数のみをコントロールしているので，少子化対策の

純粋な効果を検証するものである．また，ケース4は少子化対策の効果に経済成長の効果

を加えたものを検証するものである．本モデルにおいて，資本ストックの増加はそのまま

GDPの増加に帰結するので，資本ストックを増加させるシナリオは経済成長シナリオで

ある．またケース5は，ラグの影響のみを示すものなので，これは過去の社会経済の趨勢

を将来に延長したものだと解釈できる．

TFRのシミュレーション結果は図4，5に示す通りである．図4は，上記五つのケー

スについて年率1％で変化させたもの，図5は，上記五つのケースについて年率2％で変
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3）ただし，人口動態調査から，2010年のTFRは1.39であることが公表されているので，シミュレーションで

は2010年のTFRを1.39として計算を行った．

表１ シミュレーション期間における外生変数の変化

年率1％変化 年率2％変化

2009年 2015年 2020年 2015年 2020年

保育所定員数 39.66 42.10 44.25 44.66 49.31

労働時間 176 166 158 156 142

資本ストック 1,210,314 1,284,772 1,350,309 1,363,010 1,504,873

注：保育所定員数の単位は0-4歳人口100人当たり，労働時間の単位は1カ月当たり時間，資本ス
トックの単位は10億円．



化させたものである．ケース5は，出生率を押し上げる要因がすべて一定と仮定されてい

るため，全体として見ると時系列でTFRは低下している．このことは，少子化対策が実

施されない状況において，出生率は低下する可能性があることを示唆している．また，ケー

ス1，2，3，4については，全体として見ると時系列でTFRは上昇している．このこと

は，少子化対策の実施や経済成長には，出生率を押し上げる効果がある可能性を示唆して

いる．また，2020年のTFRについて高い順に示すと，いずれの変化率の場合でも，

① ケース1に資本ストックの増加を仮定したケース（ケース4）

② 保育所定員数と労働時間をともに変化させたケース（ケース1）

③ 労働時間のみ変化させたケース（ケース3）

④ 保育所定員数のみ変化させたケース（ケース2）

⑤ すべての外生変数を一定と仮定したケース（ケース5）

となっている．
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図４ TFRのシミュレーション結果（年率１％変化のケース）

図５ TFRのシミュレーション結果（年率２％変化のケース）



年率 1％変化と年率 2％変化のケースを比較すると，予想通り年率 2％変化の方が

TFRは大きくなっている．例えば，ケース4について比較してみると，年率1％変化の

場合は2020年で1.478，年率2％変化の場合は2020年で1.596となっており，0.1程の差がつ

いている．また，保育所定員数と労働時間が同時に変化した方が，個々に変化したケース

よりもTFRは大きくなっている．このことは，少子化対策は総合的に実施した方が効果

的である可能性を示唆している．

Ⅶ．おわりに

本研究は，少子化対策が出生率に及ぼす影響を，マクロ経済モデル（様々な社会経済変

数から成る連立方程式モデル）を用いることにより検証した．少子化対策としては家族政

策と労働政策を対象とし，家族政策の代理変数としては保育所定員数，労働政策の代理変

数としては労働時間を用いた．ここで言う労働政策とは，ワーク・ライフ・バランス施策

のことであり，働き方の改善を促すものである．

マクロ経済モデルに基づきシミュレーションを行った結果，以下の可能性が示唆された．

（1）保育所定員数の増加，労働時間の短縮，経済成長は，それぞれ出生率をある程度押し

上げる効果を持っている．（2）保育所定員数と労働時間を同時にコントロールした場合，

単独にコントロールした場合と比べて出生率はより大きくなっており，少子化対策は総合

的に行った方が出生率押し上げに対して効果的である．

ただし，保育所定員数，労働時間，さらには資本ストックすべてを年率2％で変化させ

ても，TFRは2020年には1.596にしかならず，置換水準2.07には達していない．このこと

は，少子化対策は保育環境の充実や労働時間の短縮だけでは不十分であり，より多くの施

策を含め，総合的に実施していく必要のあることを示唆している．

本モデルは，因果性を前提としたモデルではないため，シミュレーション結果から，少

子化対策や経済成長が出生率に対して影響を及ぼしていると主張することには慎重になる

必要がある．しかし，上記のように，少子化対策や経済成長が出生率を押し上げる可能性

を示唆できた点は意義があると考えられる．

今後の課題は以下の通りである．本研究において示された変数間の関係が，個票データ

を用いても同様に導き出されるかを明らかにする必要がある．個票データを用いて分析を

行えば，より因果関係の導出に近づくことができるので，個票データを用いた分析は有用

である．また，ルーカスの批判が示しているように，本モデルにおける方程式は過去のデー

タを基に推定されたものであることから，将来に構造変化が生じた場合にはシミュレーショ

ンを行うことが難しくなる．こうした点を解消するための一つの方法は，係数自体の変化

を仮定したモデルを構築することを考えることができる．いずれも今後の課題としたい．
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付録 方程式一覧

・ logは自然対数，dは階差，gは変化率，括弧内はt値，修正R2は自由度修正済み決

定係数

・ 多くの変数間で共和分関係が検出されたため，原系列のまま推定．

・ marrxyはx-y歳の初婚率を示す．

・ OLSで推定を実施．

� 20-24歳出生率 ＝ -17.38

（-0.87）

＋ 1.44

（8.1）

× 出産までの間隔を考慮した初婚率 ＋ 0.47

（1.04）

× 0-4歳人口100人当たり保育所定員数1期前ラグ

修正R2：0.94 推定期間：1978-2009年

� 25-29歳出生率 ＝ 181.53

（8.02）

＋ 0.64

（1.27）

× 0-4歳人口100人当たり保育所定員数1期

前ラグ ＋ 0.25

（1.09）

× 25-29歳男子賃金 － 1.16

（-3.96）

× 25-29歳女子賃金 － 3.36

（-2.45）

×

25-29歳女子失業率＋ 2.8

（15.46）

× 出産までの間隔を考慮した初婚率

修正R2：0.99 推定期間：1978-2009年

� 30-34歳出生率 ＝ 39.92

（13.48）

－ 3.72

（-7.83）

× 30-34歳女子失業率 ＋ 1.87

（14.81）

× 出産まで

の間隔を考慮した初婚率

修正R2：0.89 推定期間：1978-2009年
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※ 出産までの間隔を考慮した初婚率：

(((((marr2024(-1)*4）+(marr1519(-1)*1))/5)+(((marr2024(-2)*3)+(marr1519(-2)

*2))/5+(((marr2024(-3)*2)+(marr1519(-3)*3))/5))/3)

※ 出産までの間隔を考慮した初婚率：

(((((marr2529(-1)*4）+(marr2024(-1)*1))/5)+(((marr2529(-2)*3)+(marr2024(-2)

*2))/5+(((marr2529(-3)*2)+(marr2024(-3)*3))/5))/3)

※ 出産までの間隔を考慮した初婚率：

(((((marr3034(-1)*4）+(marr2529(-1)*1))/5)+(((marr3034(-2)*3)+(marr2529(-2)

*2))/5+(((marr3034(-3)*2)+(marr2529(-3)*3))/5))/3)



� 35-39歳出生率 ＝ -1.36

（-0.65）

＋ 0.32

（3.49）

× 0-4歳人口100人当たり保育所定員数1期

前ラグ ＋ 2.27

（13.16）

× 出産までの間隔を考慮した初婚率 － 0.43

（-1.35）

× 35-39歳女

子失業率

修正R2：0.99 推定期間：1978-2009年

� 15-19歳女子初婚率 ＝ 0.96

（2.07）

＋ 0.8

（8.8）

× 15-19歳初婚率1期前ラグ

修正R2：0.7 推定期間：1976-2009年

� 20-24歳女子初婚率 ＝ 110.3

（18.07）

－ 9.88

（-9.09）

× 20-24歳女子失業率

修正R2：0.71 推定期間：1975-2009年

� 25-29歳女子初婚率 ＝ 5.96

（2.19）

－ 0.62

（-2.42）

× 25-29歳女子失業率 ＋ 0.96

（19.22）

× 25-29歳

女子初婚率1期前ラグ

修正R2：0.93 推定期間：1976-2009年

� 30-34歳女子初婚率 ＝ 107.44

（4.49）

＋ 1.8

（3.13）

× 30-34歳女子失業率 － 0.53

（-4.53）

×

労働時間

修正R2：0.85 推定期間：1975-2009年

� 35-39歳女子初婚率 ＝ 17.76

（2.36）

＋ 1.16

（5.11）

× 35-39歳女子失業率 － 0.09

（-2.49）

×

労働時間

修正R2：0.82 推定期間：1975-2009年

� d（20-24歳女子失業率）＝ 0.3

（3.06）

－ 8.51

（-2.7）

× g（GDP）

修正R2：0.16 推定期間：1976-2009年
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※ 出産までの間隔を考慮した初婚率：

(((((marr3539(-1)*4）+(marr3034(-1)*1))/5)+(((marr3539(-2)*3)+(marr3034(-2)

*2))/5+(((marr3539(-3)*2)+(marr3034(-3)*3))/5))/3)



� d（25-29歳女子失業率）＝ 0.19

（1.96）

－ 5.18

（-1.62）

× g（GDP）

修正R2：0.1 推定期間：1976-2009年

� d（30-34歳女子失業率）＝ 0.23

（2.39）

－ 6.78

（-2.19）

× g（GDP）

修正R2：0.1 推定期間：1976-2009年

� d（35-39歳女子失業率）＝ 0.2

（2.96）

－ 6.17

（-2.81）

× g（GDP）

修正R2：0.17 推定期間：1976-2009年

� 20-24歳女子就業率 ＝ 3.38

（0.89）

＋ 0.95

（16.99）

× 20-24歳女子就業率1期前ラグ

修正R2：0.9 推定期間：1976-2009年

� 25-29歳女子就業率 ＝ -9.98

（-2.49）

＋ 0.15

（5.7）

× 25-29歳女子賃金 ＋ 1.02

（8.87）

×

0-4歳人口100人当たり保育所定員数

修正R2：0.96 推定期間：1975-2009年

� 30-34歳女子就業率 ＝ 22.9

（5.6）

＋ 0.11

（7.12）

× 30-34歳女子賃金

修正R2：0.59 推定期間：1975-2009年

� 35-39歳女子就業率 ＝ 50.01

（32.65）

＋ 0.03

（5.97）

× 35-39歳女子賃金

修正R2：0.5 推定期間：1975-2009年

	 25-29歳男子賃金 ＝ 240.9

（30.53）

＋ 0.0002

（10.92）

× GDP

修正R2：0.78 推定期間：1975-2009年


 20-24歳女子賃金 ＝ 39.53

（4.33）

＋ 5.80E-05

（4.21）

× GDP＋ 0.71

（10.45）

× 20-24歳女子賃金1期

前ラグ

修正R2：0.98 推定期間：1976-2009年
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� 25-29歳女子賃金 ＝ 68.22

（6.46）

＋ 0.0001

（5.53）

× GDP＋ 0.49

（5.86）

× 25-29歳女子賃金1期

前ラグ

修正R2：0.99 推定期間：1976-2009年

� 30-34歳女子賃金 ＝ 31.63

（5.71）

＋ 0.0001

（4.7）

× GDP＋ 0.67

（10.6）

× 30-34歳女子賃金1期

前ラグ

修正R2：0.99 推定期間：1976-2009年

� 35-39歳女子賃金 ＝ 13.05

（3.43）

＋ 0.0001

（4.61）

× GDP＋ 0.75

（15.25）

× 35-39歳女子賃金1期

前ラグ

修正R2：0.99 推定期間：1976-2009年

� TFR＝ 0.12

（8.29）

＋ 0.005

（95.44）

× 20-24歳から35-39歳出生率の合計

修正R2：0.99 推定期間：1975-2009年

� 0-4歳人口100人当たり保育所数 ＝ 64.18

（24.69）

－ 22.54

（-2.76）

× TFR1期前ラグ

＋ 4.07

（0.46）

× TFR

修正R2：0.85 推定期間：1984-2009年

� 0-4歳人口100人当たり保育所定員数 ＝ -31.09

（-2.28）

＋ 0.48

（2.02）

× 0-4歳人口100人当たり

保育所数 ＋ 0.19

（2.1）

× 20-24歳から35-39歳までの女子就業率の合計

修正R2：0.92 推定期間：1984-2009年

� log（GDP/就業人口）＝ 0.73

（2.74）

＋ 0.30

（13.42）

× log（民間企業資本ストック／就業人口）

修正R2：0.86 推定期間：1980-2009年
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EffectsofFamily-Support/WorkandFamilyReconciliationPolicieson
ChangesintheFertility:AnalysisbyaMacroeconomicModel

MikitoMASUDA

Thispaperrepresentsasimulationanalysisbasedonamacroeconomicmodel(simultaneous

equationsmodel)thatusesmacrotime-seriesdata.Thepurposeoftheanalysisistoanalyzeeffects

offertilityrelatedpolicies(family-supportpoliciesandworkandfamilyreconciliationpolicies)on

changesinthefertility.Morespecifically,usingthefixednumberofchildrenbeingacceptedat

childcarecenters(per100ofthepopulationofzerotofour-year-oldchildren)andworkinghours

(monthlyper-capitaworkinghoursformaleandfemaleordinaryworkerscombined)aspolicy

variables,theanalysisevaluatestheimpactoffertilityrelatedpoliciesonthefertilityby

operationallycontrollingthesevariables.Thefixednumberofchildrenbeingacceptedatchildcare

centersisusedasaproxyvariabletorepresentfamily-supportpolicies,whileworkinghoursare

usedasaproxyvariabletoquantitativelyrepresentworkandfamilyreconciliationpolicies.In

addition,theanalysisexaminesanimpactofeconomicgrowthonthefertility.Specifically,the

analysisevaluatesanimpactofeconomicgrowthonthefertilitybyoperationallycontrollingcapital

stockthatinfluencesgrossdomesticproduct(GDP).

Thesimulationanalysissuggeststhefollowingpossibilities:(1)anincreaseinthefixednumber

ofchildrenbeingacceptedatchildcarecenters,ashorteningofworkinghoursandahigherrateof

economicgrowtheachhavetheeffectofraisingthefertilitytoacertainextent;and(2)whenan

increaseinthefixednumberofchildrenbeingacceptedatchildcarecentersandashorteningof

workinghoursoccurconcurrently,theyraisethefertilitytoahigherlevelthanwheneachpolicy

variablechangesindependently.Thus,theresultsoftheanalysissuggestthatfertilityrelated

policieswouldbeeffectiveinraisingthefertilityifbothfamily-supportpoliciesandworkand

familyreconciliationpoliciesareimplementedconcurrently.However,evenwhenthefixed

numberofchildrenbeingacceptedatchildcarecenters,workinghoursandcapitalstockare

concurrentlychangedatanannualrateof2%,thetotalfertilityrate(TFR)willhaverisenonlyto

1.596in2020,fallingshortofreachingthefertilityof2.07atthepopulationreplacementlevel.

Thissuggeststhattheimprovementofthechildcareenvironmentandshorterworkinghourswould

notconstituteadequatefertilityrelatedpoliciesandtheyneedtobeimplementedcomprehensively,

includingmorenumerouspolicymeasures.


